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2022 年 4 月 1 日 

 

お客さま各位 

約款集新旧対照表 

静銀ティーエム証券株式会社 

 

（1）証券総合取引約款 

新 旧 

第19条 （執行） 

（1）～（2） （現行どおり） 

（3）（1）にかかわらず、金融商品取引所等のシステム障害により取

引が停止され金融商品取引所等により当社の呼値が取り消され

た場合、お客さまから受付けた金融商品取引所等への注文につ

いて当社はあらかじめお客さまに連絡することなく次のとおり

取り扱います。 

① 東京証券取引所における、執行条件の付いていない通常の「成

行」または「指値」注文については、取引停止の解消後相当の時

間内に執行します。 

② ① 以外の注文（寄付き・引け・不成・引成などの執行条件付注

文および取引所障害起因により取引所エラー通知を受信済みの

注文）については、受付けた注文の取消を行います。 

(4) 他方、当社の責に帰すべきシステム障害により、当社が受け付けた

お客さまの注文に関して以下各号の場合に該当するときは、当社は

あらかじめお客さまに連絡することなく、本来の注文内容に従って

約定を訂正させていただくことがあります。ただし、当社が受付け

前の注文の場合は除きます。 

システム障害の発生の有無および発生時刻、復旧時刻は、当社判断に

よるものとします。なお、本来の約定の訂正にはお時間をいただく場

合があります。 

① 本来は注文内容に従った約定が成立すべきであったが約定が成

立していない場合 

➁ 本来の注文内容に従った価格よりも不利な価格で約定が成立し

ている場合 

③ 本来取消すべき注文により約定が成立している場合 

 (5)お客さまが売買等の注文を行う場合、天災地変もしくは政変等によ

る社会秩序の混乱、金融証券取引所その他の市場における取引の停

止もしくは制限、または外貨事情の急変等不可抗力と認められる事

由があるとき、または受注後に注文を停止すべきと当社が合理的に

判断した場合は、注文執行の停止または受付けた注文の取消が行わ

れることを了解のうえ、これを行うものとします。 

  (6)お客さまが投資信託の売買の注文を行う場合は、前 5 項によるほ

か、その投資信託の委託会社によって注文受付の停止または受付け

た注文の取消が行われることを了解のうえ、これを行うものとしま

す。 

第19条 （執行） 

（１）～（２） （省略） 

（３）～（６）  （新設） 

 

（2）保護預り約款 

改訂後 改訂前 

（個人情報等の取扱い） 

第 17 条 （個人情報等の取扱い） 

（1）お客さまの個人情報（氏名、住所、生年月日、法人の場合におけ

る代表者の役職氏名、その他機構が定める事項。以下同じ。）の一部

または全部が、法令に定める場合のほか、機構の業務規程に基づく

この約款の各規定により、機構、機構を通じて振替株式等の発行者

および受託者ならびに機構を通じて他の口座管理機関（以下「機構

等」といいます。）に提供されることがありますが、この約款の定め

により、お客さまの個人情報が機構等へ提供されることについて同

意していただいたものとして取り扱います。 

（2）米国政府および日本政府からの要請により、当社は、お客さまが

外国口座税務コンプライアンス法（ＦＡＴＣＡ）上の報告対象とし

て以下の①、②または③に該当する場合および該当する可能性があ

ると当社が判断する場合、米国税務当局における課税執行のため、

お客さまの情報（氏名/名称、住所/所在地、米国納税者番号、口座

番号、口座残高、口座に発生した所得の額、その他米国税務当局が

指定する情報）を米国税務当局に提供することがありますが、この

約款の定めにより、お客さまの当該情報が米国税務当局へ提供され

ることについて同意していただいたものとして取り扱います。 

なお、米国における個人情報の保護に関する制度に関する情報は、

個 人 情 報 保 護 委 員 会 の ウ ェ ブ サ イ ト

（https://www.ppc.go.jp/files/pdf/USA_report.pdf）に掲載

しておりますのでご参照ください。また、米国税務当局（ＩＲＳ）

においては、ＯＥＣＤプライバシーガイドライン８原則に対応する

個人情報保護のための措置を全て講じています。 

① 米国における納税義務のある自然人、法人またはその他の組

 

（新設） 
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織 

② 米国における納税義務のある自然人が実質的支配者となって

いる非米国法人またはその他の組織 

③ ＦＡＴＣＡの枠組みに参加していない金融機関（米国内国歳

入法 1471 条および 1472 条の適用上、適用外受益者として

扱われる者を除きます。） 

 

（3）外国証券取引口座約款 

 

（4）振替決済口座管理約款 

改訂後 改訂前 

第 38 条 （個人情報等の取扱い） 

（1）（現行どおり） 

（2）米国政府および日本政府からの要請により、当社は、お客さまが

外国口座税務コンプライアンス法（ＦＡＴＣＡ）上の報告対象とし

て以下の①、②または③に該当する場合および該当する可能性があ

ると当社が判断する場合、米国税務当局における課税執行のため、

お客さまの情報（氏名/名称、住所/所在地、米国納税者番号、口座

番号、口座残高、口座に発生した所得の額、その他米国税務当局が

指定する情報）を米国税務当局に提供することがありますが、この

約款の定めにより、お客さまの当該情報が米国税務当局へ提供され

ることについて同意していただいたものとして取り扱います。 

なお、米国における個人情報の保護に関する制度に関する情報は、

個 人 情 報 保 護 委 員 会 の ウ ェ ブ サ イ ト

（https://www.ppc.go.jp/files/pdf/USA_report.pdf）に掲載

しておりますのでご参照ください。また、米国税務当局（ＩＲＳ）

においては、ＯＥＣＤプライバシーガイドライン８原則に対応する

個人情報保護のための措置を全て講じています。 

① 米国における納税義務のある自然人、法人またはその他の組

織 

② 米国における納税義務のある自然人が実質的支配者となって

いる非米国法人又はその他の組織 

③ ＦＡＴＣＡの枠組みに参加していない金融機関（米国内国歳

入法 1471 条および 1472 条の適用上、適用外受益者として

扱われる者を除きます。） 

第38条 （個人情報の取扱い） 

（省略） 

（新設） 

 

改訂後 改訂前 

第31条 （個人データ等の第三者提供に関する同意） 

（現行どおり） 

２ 申込者は、米国政府および日本政府からの要請により、当社が申込

者について、外国口座税務コンプライアンス法（以下「FATCA」と

いう。)上の報告対象として、次の各号のいずれかに該当する場合およ

び該当する可能性があると判断する場合、米国税務当局における課税

執行のため、申込者の情報（氏名/名称、住所/所在地、米国納税者番

号、口座番号、口座残高、口座に発生した所得の額、その他米国税務

当局が指定する情報）が米国税務当局へ提供されることがあることに

同意するものとします。なお、米国における個人情報の保護に関する

制 度 に 関 す る 情 報 は 、 個 人 情 報 保 護 委 員 会 の ウ ェ ブ サ イ ト

（https://www.ppc.go.jp/files/pdf/USA_report.pdf）に掲載し

ておりますのでご参照ください。また、米国税務当局（ＩＲＳ）にお

いては、ＯＥＣＤプライバシーガイドライン８原則に対応する個人情

報保護のための措置を全て講じています。 

①米国における納税義務のある自然人、法人又はその他の組織 

➁米国における納税義務のある自然人が実質的支配者となっている

非米国法人又はそ の他の組織 

③FATCA の枠組みに参加していない金融機関（米国内国歳入法

1471 条および 1472 条の適用上、適用外受益者として扱われる

者を除く。） 

第31条 （個人データの第三者提供に関する同意） 

（省略） 

（新設） 


